
新契約年換算保険料（注）は、2017年10月より開始した日本

生命への一時払外貨建養老保険の商品供給が奏功したことを

主因に、前年度比9.3%増の532億円となりました。また、医療

保障・生前給付保障等の第三分野は、前年度比15.8%減の105

億円となりました。

保有契約年換算保険料は、前年度末比3.1%増の5,223億円

となり、増加基調を継続しました。また、医療保障・生前給付保

障等の第三分野も、前年度末比1.9%増の1,379億円となりま

した。

保障額ベースの新契約高は、前年度比10.8%増の1兆1,333

億円となり、保有契約高については、前年度末比2.8%減の19

兆5,927億円となりました。

解約・失効については、年換算保険料ベースでは、前年度比

7.2%減の176億円、解約・失効率（解約・失効年換算保険料の保

有契約年換算保険料に対する比率）については、0.38ポイント

減少し、3.99%となりました。なお、死亡保障金額ベースでは、

前年度比9.6%減の9,724億円、解約失効率（解約・失効高の保

有契約高に対する比率）については、0.31ポイント減少し、

4.93%となりました。

（注）年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数
を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です。（一時払契約等は保険料を保険
期間で除して算出しています。）また、「医療保障・生前給付保障等」については、医
療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付
等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除き、特定疾病罹患、介護等を
事由とするものを含みます。）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。
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